
議案第７０号 

令和６年度 岡垣町水道事業会計利益の処分及び決算認定について  

  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、令和６年度岡垣町水道事業会計決算に

伴う利益を剰余金処分計算書のとおり処分し、併せて同法第３０条第４項の規定に基づき、決算を別紙監査委員の意見書

を付けて議会の認定に付する。 

令和７年 ９月 ５日提出 

岡垣町長  門 司 晋 
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令和６年度 岡垣町水道事業報告書 

１．概 況 

（１）総括事項

岡垣町の水道事業は、昭和 37 年に供用を開始して以来、地下水の取水と北九州市からの受水を水源として、安定的な給

水を継続し効率的な業務活動に努めている。令和 6 年度の業務活動において、配水量については、令和５年度から漏水調査

を町内全域に拡大したことにより大きく減少した一方で、水需要の低下による有収水量の減少傾向は続いている。 

水道事業の主な収入である給水収益は、対前年度の 98.91 ﾊﾟｰｾﾝﾄとなり減少（△5,404,778 円）した。その他の営業収益で

は、近年アパートの建設等により高い水準にあった口径別納付金が 21.29 ﾊﾟｰｾﾝﾄ減（△4,374,547 円）となり、前年度を下回っ

た。 

営業費用については、地元との契約に時間を要していた吉木水源からの取水を令和６年６月から再開し、それに伴い受水費

は大幅に減少したものの、吉木水源周辺の農業用水減少の要因を調査するために行った地下水調査や、漏水調査の強化に

伴う漏水管の修理費や減価償却費の増などにより増加した。 

給水原価の増加により、経営の健全性を示す指標である料金回収率は 100 ﾊﾟｰｾﾝﾄを下回った。中長期的な経営の基本計

画である「岡垣町水道事業経営戦略」を令和７年度に改定し、経営の改善に向け具体的な方策を検討する。経営の健全化を

図りながら、能登半島地震を契機に策定した「岡垣町上下水道耐震化計画」に基づく水道の強靭化にも努め、今後も良質で安

全な水の安定供給を行う。 

① 業務状況

令和６年度末時点での給水戸数は、前年度末と比較して 134 戸増の 13,373 戸、給水人口は、241 人減の 30,011 人となっ

た。 
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年間総配水量は 3,257,787 立方ﾒｰﾄﾙで、前年度と比較して 64,746 立方ﾒｰﾄﾙ減少した。また、年間総有収水量は前年度と

比較し 25,480 立方ﾒｰﾄﾙ減少の 2,753,903 立方ﾒｰﾄﾙとなった。その結果、有収率は前年度を 0.88 ﾎﾟｲﾝﾄ上回る 84.53 ﾊﾟｰｾﾝ

ﾄとなった。有収率は微増したが、福岡県や全国の水準を下回っていることから、今後も漏水調査の強化による迅速な修繕や老

朽管の改良工事等を継続して実施し、有収率の向上に努める必要がある。 

糠塚水源から検出されている有機フッ素化合物ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡの対策として、水質検査の頻度を増やし検査結果の公表を

行っている。令和 7 年 1 月からは糠塚水源 3 号井戸の取水を停止したほか、新たな水源候補地の調査も行った。また、糠塚水

源に近接する芦屋基地と九州防衛局に対し、原因の究明や財政的支援を求めて福岡県・芦屋町・遠賀町と連名で要請書を

提出している。 

② 財政状況

収益的収支については、税抜きで収入総額 558,403,128円に対し、支出総額 527,602,219円で差し引き 30,800,909円の純

利益が生じた。この利益は建設改良や減債資金等のために積み立て、財政的に支障のないよう運用するものである。 

（イ）収益的収入の総額については、前年度と比較して 10,589,265 円減の 558,403,128 円となった。

営業収益は、9,271,361 円減の 521,398,664 円で、主な収入は水道料金 5,404,778 円減の 489,356,793 円、口径別納付

金 4,374,547 円減の 16,170,007 円である。 

また、営業外収益は 1,317,904 円減の 37,004,464 円となった。主な収入は、長期前受金戻入 34,815,520 円と雑収益

1,648,944 円である。 

（ロ）収益的支出の総額については、前年度と比較して 12,519,860 円増の 527,602,219 円となった。

営業費用の主な経費は、原水及び浄水費 2,560,105 円増の 181,423,402 円、配水及び給水費 1,723,175 円増の
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65,018,390 円、総係費 2,201,489 円増の 51,973,518 円、減価償却費 5,682,633 円増の 197,250,593 円、資産減耗費

1,009,410 円増の 2,679,821 円である。 

営業外費用は 656,952 円減の 29,256,495 円となり、主な経費は企業債利息 602,088 円減の 28,764,832 円である。 

（ハ）資本的収支については、税込みで収入総額 244,550,000 円に対し、支出総額 512,018,140 円となり、不足する金額は

267,468,140円で前年から 3,725,679円増加した。これは、浄水場変圧器盤他更新工事（前年度からの繰越分）や配水管改

良工事などの建設改良費が増加したことが主な要因である。なお、不足額については、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額、当年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金、減債積立金で補てんした。 

③ 建設改良事業

本年度の建設改良事業については､東山田地内、旭西地内、糠塚地内などの配水管改良工事、浄水場変圧器盤他更新工

事、黒山水源変圧器盤他更新工事を主に実施し、税込みで総額 347,163,869 円を支出した。 

今後は、令和５年度に策定した岡垣町水道事業中長期基本計画に基づき、老朽管等の改良工事等を継続して実施する。 
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（２）経営指標に関する事項

令和６年度決算における経営の健全性を示す経常収支比率は前年度から 4.63 ポイント下落した。前年度と比較して純利益が減少

したことにより数値は下がったが、単年度の収支が黒字であることを示す 100％を上回る数値となった。 

また、料金回収率は 99.31％となり、前年度から 3.60 ポイント下落した。これは給水に係る費用が給水収益で十分に賄われていない

ことを示しており、漏水管の修繕費や減価償却費等の営業費用が増加していることが主な要因である。 

 有形固定資産減価償却率は 51.63％で、前年度から 0.02ポイント上昇した。減価償却率は 50％を超えており、浄水場施設や設備な

どの老朽化が進行していることを示している。 

法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は 38.19％である。これに対し、令和６年度の管路更新率は 0.52 ﾊﾟ

ｰｾﾝﾄとなっている。これは管路の老朽化の進行に対し更新が進んでいない状態を表している。管路経年化率は今後上昇すると見込

まれるため、引き続き計画的な施設更新を行う必要がある。 

指標名 令和５年度数値 令和６年度数値 増減 算出式 

経常収支比率 110.47％ 105.84％ △4.63％ 経常収益÷経常費用×１００ 

料金回収率 102.91％ 99.31％ △3.60％ 供給単価÷給水原価×１００ 

有形固定資産 

減価償却率 
51.61％ 51.63％ 0.02％ 

有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち 

償却対象資産の帳簿原価×１００ 

管路経年化率 38.56％ 38.19％ △0.37％ 法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長×１００ 

管路更新率 0.56％ 0.52％ △0.04％ 当該年度に更新した管路延長÷管路延長×１００ 

- 15 -



（３）議会議決事項

（４）職員に関する事項

議案第３３号 岡垣町水道事業給水条例の一部を改正する条例 令和7年3月3日 令和7年3月21日

議案第６３号 令和６年度　岡垣町水道事業会計補正予算（第１号） 令和6年11月27日 令和6年12月5日

議案第１０号 令和６年度　岡垣町水道事業会計補正予算（第２号）

議案第４５号 令和７年度　岡垣町水道事業会計予算 令和7年3月3日 令和7年3月21日

令和５年度末現在 職員数 令和６年度末現在 職員数 増　減

計
（２人）

６人
（２人）
６人

（０人）
０人

（１人）
３人

（０人）
０人

技　術　職
（１人）

３人

議　案　番　号 件　　名 提 案 年 月 日 議 決 年 月 日

※（　　）は再任用職員または短時間勤務職員数を示す

（１人）
３人

事　務　職
（１人）

３人

職　種　別

（０人）
０人

議案第５３号
令和５年度 岡垣町水道事業会計利益の処分及び決算認
定について

令和6年9月5日 令和6年9月20日

議案第４０号 令和６年度　岡垣町水道事業会計補正予算（第３号） 令和7年3月3日 令和7年3月21日

令和7年2月4日 令和7年2月4日

- 16 -



２．工　　事

（１）改良工事の概況（税込み）

工 事 名 施行内容 工事費 着工年月日 竣工年月日 備　考

東山田地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　φ150㎜、L= 40.88m 8,910,000 令和6年12月25日 令和7年3月14日

東山田地内配水管改良工事（24-2工区） HPPE　φ150㎜、L=122.05m 10,560,000 令和6年5月22日 令和6年9月3日

東山田地内配水管改良工事（24-3工区） HPPE　 φ50㎜、L=67.40m 12,100,000 令和6年5月2日 令和6年7月30日

旭西地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　φ150㎜、L= 102.70m 14,432,000 令和6年6月8日 令和6年10月24日

旭西地内配水管改良工事（24-2工区） HPPE　φ50㎜、L= 102.25m 9,900,000 令和6年11月6日 令和7年2月26日

旭中地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=111.03m 15,620,000 令和6年5月22日 令和6年9月3日

倉丸安川地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=120.71m 11,619,300 令和6年11月1日 令和7年2月26日

糠塚地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=121.77m 11,605,000 令和6年10月1日 令和6年12月13日

糠塚地内配水管改良工事（24-2工区） DCIP　 φ75㎜、L=6.83m 3,135,000 令和6年5月13日 令和6年7月30日

海老津宝地内配水管改良工事（24-1工区） GX　　φ250㎜、L= 70.99m 8,690,000 令和6年5月22日 令和6年9月3日

中央台1丁目地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　φ75㎜、L=92.00m 12,320,000 令和6年10月25日 令和7年2月13日

東松原地内配水管改良工事（24-1工区） HPPE　φ75㎜、L=130.06m 13,200,000 令和6年10月25日 令和7年2月13日

野間3丁目地内配水管改良工事(24-1工区） HPPE　φ75㎜、L=124.74m 12,378,300 令和6年12月24日 令和7年3月27日

黒山水源変圧器盤他更新工事 一式 40,700,000 令和6年4月26日 令和7年3月24日

高尾送水流量計更新工事 一式 4,730,000 令和6年10月3日 令和7年3月19日

No.2高尾送水ポンプ更新工事 一式 10,516,000 令和6年6月6日 令和7年1月8日

海老津配水池法面コンクリート吹付工事 一式 8,937,500 令和6年11月23日 令和7年2月26日

単位：円

- 17 -



３．業　　務

（１）業務量

比率（Ｂ）/（Ａ）

行 政 区 域 内 人 口 31,496 人 31,246 人 △ 250 人 99.21 ％ 

行 政 区 域 内 給 水 人 口 30,252 人 30,011 人 △ 241 人 99.20 ％ 

行 政 区 域 内 給 水 戸 数 13,239 戸 13,373 戸 134 戸 101.01 ％ 

年 間 総 配 水 量 3,322,533 ㎥ 3,257,787 ㎥ △ 64,746 ㎥ 98.05 ％ 

一 日 平 均 配 水 量 9,078 ㎥ 8,925 ㎥ △ 153 ㎥ 98.31 ％ 

年 間 総 有 収 水 量 2,779,383 ㎥ 2,753,903 ㎥ △ 25,480 ㎥ 99.08 ％ 

一 日 平 均 有 収 水 量 7,594 ㎥ 7,545 ㎥ △ 49 ㎥ 99.35 ％ 

有 収 率 83.65 ％ 84.53 ％ 0.88 ％ 101.05 ％ 

（２）事業収入に関する事項 単位：円

比率（Ｂ）/（Ａ）

営 業 収 益 98.25 ％ 

( 給 水 収 益 ） 98.91 ％ 

営 業 外 収 益 96.56 ％ 

( 長 期 前 受 金 戻 入 ） 101.48 ％ 

特 別 利 益 －

合 計 98.14 ％ 

１ ㎥ 当 り 料 金 収 入 （ 供 給 単 価 ） 99.83 ％ 

単位：円

比率（Ｂ）/（Ａ）

営 業 費 用 102.72 ％ 

営 業 外 費 用 97.80 ％ 

特 別 損 失 －

合 計 102.43 ％ 

１ ㎥ 当 り 費 用 （ 給 水 原 価 ） 103.45 ％ 

0 0 0

区　　分
令和５年度

区　分

521,398,664

（Ａ）

令和６年度

（Ｂ）

530,670,025

（Ａ）

令和５年度

比  較

△ 9,271,361

増減（Ｂ）－（Ａ）

令和６年度

増減（Ｂ）－（Ａ）（Ｂ）

比  較

△ 10,589,265

△ 0.31

増減（Ｂ）－（Ａ）

令和５年度 比  較
区　分

568,992,393

178.01 177.70

558,403,128

（Ｂ）

34,307,564

12,519,860

29,913,447

172.98 5.96

△ 656,952

515,082,359

29,256,495

527,602,219

38,322,368

489,356,793

37,004,464

0

494,761,571

178.94

485,168,912 498,345,724

（Ａ）

令和６年度

34,815,520 507,956

13,176,812

0

△ 5,404,778

（３）事業費に関する事項

△ 1,317,904

0
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167.76円 172.98円162.10円

手

8.35 9.18 9.92

17.35 13.84 15.73

21.84 26.20 21.83

13.53
15.88 17.73

30.58

33.12 36.17

1.40

0.56
0.91

64.08

64.34
66.89

10.63

9.86

9.76

0.00 円

20.00 円

40.00 円

60.00 円

80.00 円

100.00 円

120.00 円

140.00 円

160.00 円

180.00 円

200.00 円

令和4年度 令和5年度 令和6年度

有収水量１㎥当りの費用内訳

企業債利息

繰延勘定償却

減価償却費

資産減耗費

一般営業費

修繕費

受水費

動力費

給与関係費

167.76円 172.98円 178.94円
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４．会　　計

（１）重要契約の要旨（税込み）

単位：円

契 約 年 月 日 契 約 金 額 契 約 の 相 手 方

令和6年4月25日 40,700,000 (株)菅原

令和6年5月1日 12,100,000 (株)福田工務店

令和6年5月21日 10,560,000 (有)吉田工務店

令和6年5月21日 15,620,000 (有)岡田設備工業

令和6年5月22日 8,690,000 (株)和田工務店

令和6年6月5日 10,516,000 (株)猪熊工業所

令和6年6月7日 14,432,000 親和産業(株)

令和6年9月30日 11,605,000 (株)福田工務店

令和6年10月24日 12,320,000 (有)岡田設備工業

令和6年10月24日 13,200,000 (株)アクアマスター

令和6年10月31日 11,619,300 (株)福田工務店

令和6年11月5日 9,900,000 親和産業(株)

令和6年11月22日 8,937,500 (株)小西建設工業

令和6年12月24日 8,910,000 (株)和田工務店

令和6年12月24日 12,378,300 (株)アクアマスター

（２）企業債の概要

単位：円

事　業　名 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

水道事業 2,297,553,110 234,100,000 164,854,271 2,366,798,839

海老津配水池法面コンクリート吹付工事

東山田地内配水管改良工事（24-1工区）

野間3丁目地内配水管改良工事(24-1工区）

旭西地内配水管改良工事（24-1工区）

No.2高尾送水ポンプ更新工事

糠塚地内配水管改良工事（24-1工区）

中央台1丁目地内配水管改良工事（24-1工区）

東松原地内配水管改良工事（24-1工区）

倉丸安川地内配水管改良工事（24-1工区）

旭西地内配水管改良工事（24-2工区）

海老津宝地内配水管改良工事（24-1工区）

契 約 内 容

黒山水源変圧器盤他更新工事

東山田地内配水管改良工事（24-3工区）

東山田地内配水管改良工事（24-2工区）

旭中地内配水管改良工事（24-1工区）
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５. その他

（１）他会計補助金等の使途について 

① 収益的収入、営業外収益、他会計負担金 540,000円を、児童手当に 540,000円充当した。（特定収入）

② 資本的収入、負担金、消防負担金 10,450,000円を、消火栓設置費用（課税支出）に10,450,000円充当した。（特定収入）

（２）資本的収入が支出に対して不足する額の補てんについて 

  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 29,801,015円、当年度分損益勘定留保資金 165,114,894円、建設改良積立金 36,276,115

円、減債積立金36,276,116円については、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額に補てんした。 
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単位：円

当年度 累　計

財 政 融 資 資 金 平成 7年 3月 27日 14,700,000 966,802 14,700,000 0 4.650% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成 7年 3月 27日 23,800,000 1,565,298 23,800,000 0 4.650% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成 8年 3月 14日 19,200,000 1,056,080 18,110,391 1,089,609 3.150% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成 8年 3月 14日 42,100,000 2,315,676 39,710,806 2,389,194 3.150% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成 9年 3月 25日 28,800,000 1,491,133 25,690,418 3,109,582 2.800% 令和9年3月

財 政 融 資 資 金 平成 9年 3月 25日 16,100,000 833,584 14,361,658 1,738,342 2.800% 令和9年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 9年 3月 28日 19,200,000 1,125,193 19,200,000 0 2.900% 令和7年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 9年 3月 28日 10,700,000 627,061 10,700,000 0 2.900% 令和7年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 9年 3月 28日 6,900,000 402,427 6,900,000 0 2.850% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成 10年 3月 25日 28,000,000 1,336,458 23,818,955 4,181,045 2.100% 令和10年3月

財 政 融 資 資 金 平成 10年 3月 25日 20,700,000 988,024 17,609,014 3,090,986 2.100% 令和10年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 10年 3月 30日 18,600,000 995,964 17,582,004 1,017,996 2.200% 令和8年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 10年 3月 30日 10,800,000 578,302 10,208,905 591,095 2.200% 令和8年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 10年 3月 30日 2,000,000 106,614 1,891,081 108,919 2.150% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成 11年 3月 25日 18,500,000 864,761 14,854,508 3,645,492 2.100% 令和11年3月

財 政 融 資 資 金 平成 11年 3月 25日 15,600,000 729,204 12,525,964 3,074,036 2.100% 令和11年3月

企  業  債  明  細  書

種　　類 発 行 年 月 日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利　率 償還終期 備　　考
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 11年 3月 30日 10,900,000 566,488 9,730,896 1,169,104 2.100% 令和9年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 11年 3月 30日 10,400,000 540,503 9,284,525 1,115,475 2.100% 令和9年3月

財 政 融 資 資 金 平成 12年 3月 24日 21,200,000 964,788 16,077,257 5,122,743 2.000% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 平成 12年 3月 24日 20,800,000 946,585 15,773,912 5,026,088 2.000% 令和12年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 12年 3月 30日 3,100,000 156,675 2,610,827 489,173 2.000% 令和10年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 12年 3月 30日 11,100,000 560,995 9,348,444 1,751,556 2.000% 令和10年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 12年 3月 30日 13,800,000 697,454 11,622,390 2,177,610 2.000% 令和10年3月

財 政 融 資 資 金 平成 13年 3月 26日 31,100,000 1,359,824 22,469,845 8,630,155 1.600% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成 13年 3月 26日 12,000,000 524,691 8,670,037 3,329,963 1.600% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成 13年 3月 26日 12,000,000 524,691 8,670,037 3,329,963 1.600% 令和13年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 13年 3月 29日 47,300,000 2,300,707 37,697,624 9,602,376 1.700% 令和11年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 13年 3月 29日 11,900,000 577,029 9,494,685 2,405,315 1.650% 令和11年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 13年 7月 30日 88,000,000 4,306,927 69,979,349 18,020,651 1.800% 令和11年3月

財 政 融 資 資 金 平成 13年 7月 31日 282,700,000 12,487,054 202,890,833 79,809,167 1.800% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成 14年 3月 25日 37,600,000 1,657,171 24,926,687 12,673,313 2.200% 令和14年3月

財 政 融 資 資 金 平成 14年 3月 25日 44,600,000 1,965,686 29,567,291 15,032,709 2.200% 令和14年3月

財 政 融 資 資 金 平成 14年 3月 25日 25,000,000 1,101,842 16,573,595 8,426,405 2.200% 令和14年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 14年 3月 28日 62,300,000 3,056,396 45,973,447 16,326,553 2.200% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 平成 15年 3月 25日 30,700,000 1,283,415 19,860,678 10,839,322 1.200% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成 15年 3月 25日 19,600,000 819,379 12,679,781 6,920,219 1.200% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成 15年 3月 25日 23,000,000 961,516 14,879,336 8,120,664 1.200% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成 15年 3月 25日 15,100,000 631,256 9,768,606 5,331,394 1.200% 令和15年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 15年 3月 28日 26,600,000 1,223,959 18,940,603 7,659,397 1.200% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成 16年 3月 25日 48,000,000 2,017,283 27,918,499 20,081,501 2.000% 令和16年3月

財 政 融 資 資 金 平成 16年 3月 25日 55,000,000 2,311,470 31,989,945 23,010,055 2.000% 令和16年3月

財 政 融 資 資 金 平成 16年 3月 25日 21,000,000 882,561 12,214,343 8,785,657 2.000% 令和16年3月

財 政 融 資 資 金 平成 17年 3月 25日 12,800,000 527,835 6,868,293 5,931,707 2.100% 令和17年3月

財 政 融 資 資 金 平成 17年 3月 25日 62,900,000 2,593,816 33,751,227 29,148,773 2.100% 令和17年3月

財 政 融 資 資 金 平成 17年 3月 25日 18,000,000 742,269 9,658,538 8,341,462 2.100% 令和17年3月

財 政 融 資 資 金 平成 17年 3月 25日 27,800,000 1,146,393 14,917,077 12,882,923 2.100% 令和17年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 17年 3月 30日 1,200,000 55,019 715,911 484,089 2.100% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成 18年 3月 27日 106,000,000 4,280,769 52,506,925 53,493,075 2.100% 令和18年3月

財 政 融 資 資 金 平成 18年 3月 27日 7,700,000 310,962 3,814,182 3,885,818 2.100% 令和18年3月

財 政 融 資 資 金 平成 18年 3月 27日 18,000,000 726,923 8,916,269 9,083,731 2.100% 令和18年3月

- 37 -



単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

財 政 融 資 資 金 平成 19年 3月 26日 92,400,000 3,654,393 42,038,648 50,361,352 2.100% 令和19年3月

財 政 融 資 資 金 平成 19年 3月 26日 9,900,000 391,542 4,504,139 5,395,861 2.100% 令和19年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 20年 3月 28日 100,000,000 4,306,362 46,187,123 53,812,877 2.100% 令和18年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 20年 3月 28日 6,300,000 271,301 2,909,788 3,390,212 2.100% 令和18年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 21年 3月 30日 104,000,000 4,402,320 44,135,418 59,864,582 1.900% 令和19年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 平成 21年 3月 30日 9,000,000 380,970 3,819,411 5,180,589 1.900% 令和19年3月

財 政 融 資 資 金 平成 22年 3月 25日 120,000,000 4,457,657 40,650,073 79,349,927 2.100% 令和22年3月

財 政 融 資 資 金 平成 22年 3月 25日 39,000,000 1,448,738 13,211,274 25,788,726 2.100% 令和22年3月

財 政 融 資 資 金 平成 23年 3月 25日 86,000,000 3,159,930 26,398,968 59,601,032 1.900% 令和23年3月

財 政 融 資 資 金 平成 23年 3月 25日 35,000,000 1,286,018 10,743,766 24,256,234 1.900% 令和23年3月

財 政 融 資 資 金 平成 24年 3月 26日 114,500,000 4,177,106 31,518,157 82,981,843 1.700% 令和24年3月

財 政 融 資 資 金 平成 24年 3月 26日 18,900,000 689,496 5,202,561 13,697,439 1.700% 令和24年3月

財 政 融 資 資 金 平成 25年 3月 25日 107,000,000 3,890,311 26,049,898 80,950,102 1.500% 令和25年3月

財 政 融 資 資 金 平成 26年 3月 25日 135,700,000 4,898,146 28,389,574 107,310,426 1.400% 令和26年3月

財 政 融 資 資 金 平成 27年 3月 25日 135,000,000 4,888,898 23,869,933 111,130,067 1.200% 令和27年3月

財 政 融 資 資 金 平成 27年 3月 25日 45,400,000 5,714,784 45,400,000 0 0.200% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成 28年 3月 25日 117,700,000 4,490,528 18,028,346 99,671,654 0.500% 令和28年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

財 政 融 資 資 金 平成 28年 3月 25日 16,800,000 2,105,250 14,692,645 2,107,355 0.100% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成 29年 3月 27日 126,500,000 4,761,312 14,198,786 112,301,214 0.600% 令和29年3月

財 政 融 資 資 金 平成 29年 3月 27日 21,500,000 2,687,903 16,123,387 5,376,613 0.010% 令和9年3月

財 政 融 資 資 金 平成 30年 3月 26日 104,600,000 3,913,505 7,803,635 96,796,365 0.600% 令和30年3月

財 政 融 資 資 金 平成 30年 3月 26日 27,800,000 3,475,173 17,372,393 10,427,607 0.010% 令和10年3月

財 政 融 資 資 金 平成 31年 3月 25日 32,700,000 4,087,296 16,346,731 16,353,269 0.010% 令和11年3月

財 政 融 資 資 金 平成 31年 3月 25日 93,200,000 3,508,885 3,508,885 89,691,115 0.500% 令和31年3月

財 政 融 資 資 金 令和 2年 3月 25日 119,700,000 0 0 119,700,000 0.300% 令和32年3月

財 政 融 資 資 金 令和 2年 3月 25日 17,300,000 2,162,402 6,487,014 10,812,986 0.003% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 令和 2年 3月 25日 20,300,000 2,537,385 7,611,928 12,688,072 0.003% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 令和 3年 3月 25日 87,000,000 0 0 87,000,000 0.500% 令和33年3月

財 政 融 資 資 金 令和 3年 3月 25日 9,900,000 1,236,263 2,472,031 7,427,969 0.040% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 令和 3年 3月 25日 8,200,000 1,023,975 2,047,541 6,152,459 0.040% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 令和 4年 3月 25日 79,800,000 0 0 79,800,000 0.700% 令和34年3月

財 政 融 資 資 金 令和 4年 3月 25日 35,600,000 4,418,928 4,418,928 31,181,072 0.200% 令和14年3月

財 政 融 資 資 金 令和 6年 2月 21日 36,300,000 0 0 36,300,000 0.500% 令和15年9月

財 政 融 資 資 金 令和 6年 3月 25日 119,000,000 3,216,691 3,216,691 115,783,309 1.400% 令和36年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

財 政 融 資 資 金 令和 6年 9月 25日 50,000,000 2,417,891 2,417,891 47,582,109 0.700% 令和16年9月

財 政 融 資 資 金 令和 7年 3月 25日 127,600,000 0 0 127,600,000 2.000% 令和37年3月

財 政 融 資 資 金 令和 7年 3月 25日 22,000,000 0 0 22,000,000 2.000% 令和37年3月

財 政 融 資 資 金 令和 7年 3月 25日 34,500,000 0 0 34,500,000 1.200% 令和17年3月

計 4,001,000,000 164,854,271 1,634,201,161 2,366,798,839 (88件)
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◇注 記◇

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数

建物 １０～５０年 

構築物   １０～６０年 

機械及び装置 １０～２０年 

車輌及び運搬具  ４～ ６年 

工具器具及び備品  ２～１３年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数

水利権 ２０年 

ソフトウェア ５年 
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３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

（２）賞与等引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

Ⅱ．貸借対照表等関連 

１ 賞与等引当金の取り崩し 

令和６年度において、期末・勤勉手当として１０，９４９，５０２円及び同手当に係る法定福利費として２，２０２，４６２円を支出する

ため、賞与等引当金から３，１１７，５９５円を取り崩した。 
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